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第１章　調査の概要

１－１　調査の目的

　ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）における就学前教育と乳幼児ケアの現状、基

礎教育における位置づけ、既往案件の成果と課題〔幼稚園教諭協力隊派遣、国連開発計画（UNDP）

農村コミュニティー幼稚園等〕を踏まえ、今後の協力の方向性を検討し、就学前教育普及と子ど

もの生活環境改善に資する具体的協力案件の発掘形成を行う。

１－２　調査基本方針

（1）ニジェールにおける就学前教育と乳幼児のケアに関する現状、課題、協力ニーズについて

調査を行う。

（2）日本の同分野に対する協力の方向性を検討する。検討にあたっては、（1）の調査結果に加

えて、日本及び他援助機関の同分野における既往案件の現状、成果と課題を整理し、我が国

が協力する意義を検証する。

（3）（1）、（2）に基づき、就学前教育普及と乳幼児ケアの充実に資する具体的協力案件の発掘

形成を行う。

１－３　調査団員と調査日程

（1） 調査団員

　翠川清子（株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション）

（2） 調査日程

　調査期間：2004 年７月 15 日（木）～９月 15 日（水）
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第２章　就学前教育と乳幼児ケアの現状と課題

２－１　就学前教育の現状と課題

２－１－１　政府の取り組みと課題

　ニジェールにおいては、初等・中等教育を通じその就学率は世界最低水準にあり、極端に低

い基礎教育の普及率があらゆる開発の最大障害要因となっている。このような状況を改善する

ため、政府は「教育開発 10 か年計画（PDDE）」を策定し、就学前・初等・中等・ノンフォー

マル教育を対象とした教育の「アクセスの拡大」「質の向上」「組織改編」に係る方向性を打ち

出している。

　就学前教育に関しては、アクセス拡大（2003 年時点で１％の就学率を 2007 年には２％に、

2013年までに５％に引き上げる）及び教育内容の質の向上が目標とされているものの、基礎教

育のなかでも他サイクルに比べ就学前教育のプライオリティーは低く、予算もないに等しいた

め、本PDDE策定後も具体的な対策はほとんどとられていなかった。そのようななか、ニジェー

ル政府は同分野に係る方向性を打ち出すべく動き始めたところであり、現在「乳幼児教育開発

セクター政策」が策定されている。本セクター政策はPDDEの就学前教育分野に係る諸目標を

受け、ニジェールにおける就学前教育の方向性と戦略を示すものとして位置づけられている。

　今後は本セクター政策を基に同分野の事業が実施されていくことになると思われるが、具体

的取り組みを進めていくための知識・経験・ノウハウが不足しているのが現状であり、関係者

のキャパシティー・ビルディングと行政組織力の強化に資する協力が必要とされている。

　また、基礎教育のなかでも就学前教育分野への協力ドナーは限られており、いくつかのド

ナーがコミュニティーベースの就学前教育施設パイロットモデル案件に取り組んでいるもの

の、現在のところニジェールの現状に合った普及モデルの提示には至っていない。今後協力を

実施していくにあたっては、それらドナーの経験と課題等、リソースを生かすことや積極的に

ドナー間の協調を図っていくことがより効率的な協力につながるものと思われる。

２－１－２　就学前教育の課題

（1）アクセス

　ニジェールの就学前教育就学率は１％にすぎない。その主な理由として、既存の就学前

教育施設は都市部に集中し地方農村部の状況に合致したシステムがないことや、既存施設

の保育料が高いため就学の機会が中流・上流階級に限られてしまうことなどがあげられ

る。予算不足により公立幼稚園数を増やすことが困難な状況において、政府は、コミュニ

ティーベースの就学前教育施設の普及により、地方農村部における就学率の向上をめざし

ているが、その具体的方法と普及可能なモデルを模索中である。

→　コミュニティーベースの就学前教育施設の整備計画及びモデルの提示が必要である。

（2）教育の質

　ニジェールの就学前教育の質に関する主な課題としては、以下の点があげられる。

①　幼稚園教諭の専門性の不足

　既存の教諭は、小学校教諭の大多数は小学校教諭経験者で、就学前教育に関する専

門研修は受けていないことから、幼児の発達段階に沿った保育を実践することは難し
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い。また、現場の幼稚園教諭に対する研修指導を行う立場の幼稚園監督官は、就学前

教育分野に関する海外留学経験があり理論的知識はあるが、実践面では経験が乏しい

ため現場の教諭に対する研修内容には限界がある。

→　再研修制度とそのカリキュラムの整備が必要である。

②　幼稚園教諭・保母等の養成研修制度がない

→　今後、施設を普及させていくにあたっては、その保育にあたる人材の新規及び

再養成が必要である。

③　カリキュラム内容が不十分である

　カリキュラムは存在するが、現場で使用するには内容が不十分で、それに沿った保

育実践のマニュアルもないため、カリキュラムが現場で活用されにくい。

→　政府は今後、幼稚園とコミュニティー型両方の施設を増やしていく方針である

ため、両タイプの施設において対応可能な柔軟性のあるカリキュラムを作成する

ことが必要である。

④　発達段階に沿った保育がされていない

　遊びや体験をとおした保育の大切さが理解されにくい。 教育（小学校入学準備のた

めの学習）に重点が置かれがちで、子どもの生活習慣や人格形成に係る活動や配慮が

不足している。　

→　保育実践マニュアルや研修内容の充実が必要である。

⑤　保育に適した施設環境整備が不十分である

　１クラスの子ども数が多すぎるため十分な配慮がしにくい。また、衛生や安全を配

慮した設備が不十分である。　

→　子どもが快適かつ安全に過ごすことができるような施設環境の見直しが必要で

ある。

２－２　住民のニーズ

　近年新設されている公立幼稚園の大多数が住民からの要望によるものであることからも、就学

前教育に対する住民の期待は大きいといえる。就学前教育＝学力向上というイメージがある一方

で、子どものしつけ面への好影響や母親自身の精神的肉体的負担の軽減などが子どもを施設に預

けることのメリットであると考えている住民も多いことは注目すべき点である。

　他ドナー等の支援により就学前教育施設が既に存在する地域については、保育活動による子ど

もの変化を目にし、母親等の生活の変化を実感することなどにより、住民の意識向上につながっ

ている例も多い。きっかけを設け、ある程度の支援を取り入れることを通し住民の潜在的ニーズ

に働きかけていくことにより、住民の理解を得ることは十分可能であると考える。

　また、出生児平均余命 45.6 歳、15 歳未満の人口 49.9％、年齢の割に低体重の５歳未満の子ど

も 40％、５歳未満死亡率出生 1,000 件当たり 265件などの指標〔国連開発計画（UNDP）人間開

発指数2003年版〕が示すように、ニジェールの子どもたちが置かれている状況は大変厳しく、乳

幼児の保健、栄養、衛生、保護に対する取り組みと、併せて母親や周りの人々への教育や支援の

必要性は大変高いといえる。
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第３章　我が国の協力の可能性

３－１　協力の必要性

３－１－１　就学前教育分野への協力の必要性とその効果

　就学前教育分野への支援は、以下に述べるとおり期待される効果も高く、万人のための教育

（EFA）を達成するために、初等教育と並行して力を入れていく必要があるにもかかわらず、非

常に限られた協力しか行われていないのが一般的な現状である。基礎教育全体のアクセスと質

の向上を図るため、就学前から初等サイクルへと一貫した総合的アプローチは不可欠である。

　ニジェール政府は、現在策定中の「乳幼児教育開発セクター政策」を基に、乳幼児総合ケア

（ECD）の視点に基づいた就学前教育の量的・質的拡充に意欲的な動きを見せているところで

あるが、実際具体的な取り組みを進めていくための知識・経験・ノウハウは不十分で、その構

築に資する協力が必要とされている。

　一方、同分野に対する協力ドナーは限られている状況であり、このような時期に我が国が同

分野への協力に取り組んでいく必要性は高い。長年にわたる青年海外協力隊（JOCV）幼稚園

教諭派遣による協力の蓄積と知見、日本の教育経験を生かしたかたちの協力を行っていくこと

は十分に意義があるものである。

　〈就学前教育分野への協力により期待される効果〉

①　幼児期に学習に対する精神的・身体的準備をすることにより、それ以降の学習意欲や効

果を高めることができる　→　就学の素地の強化　→　就学年数の増加

②　就学前教育の普及により、子どもの教育を受ける権利を保障するとともに平等な人生の

スタートの機会を提供することができる　→　公平性の実現　

③　就学前教育を充実させることにより、初等教育への移行、適応が容易になる　→　初等

教育就学率の向上、中退率の減少

④　就学前教育による子どもの変化を感じることにより、保護者や地域住民が子どもの教育

に対する関心と理解を深めることができる　→　初等教育就学率の向上

⑤　就学前における女児の教育機会をきっかけに、それ以降の就学に対する保護者の理解を

深めていくことができる　→　女子の就学率の向上

⑥　一定時間子どもを安全な場所に預けることにより、母親（保育者）の精神的・肉体的負

担が軽減される　→　ゆとりの確保　→　母親（保育者）の意欲向上　→　女性の自立促進

３－１－２　ECD の視点に基づいたアプローチの意義とその効果

　世界で最も厳しい環境に置かれているニジェールの子どもたちにとって必要なのは、基本的

な生活と発達が保障されることである。そのためには、子どもの教育・保健・栄養・衛生・保

護に対する支援のみならず、同時にその子どもを取り巻く人的環境となる保護者やコミュニ

ティーの意識と能力向上のための支援を行っていくことが不可欠である。また、ECDの包括的

視点に基づく協力は、教育のみに重点を置いたアプローチに比べ裨益範囲が広がることも大き

な意味をもつと考えられる。
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　〈ECDアプローチにより期待される効果〉

①　乳幼児期に教育・保健・栄養・衛生などを含めた総合的な支援を行うことは、子どもの

心身の健全な発達と社会的自立性形成のための基礎をつくることにつながる　→　生きる

力の形成

②　子ども・保護者・地域住民に対する包括的アプローチをとることにより相乗効果が生ま

れ、子どものみならず子どもを取り巻く人々の意識と能力が向上する　→　生活の質の向上

３－２　協力の方向性

３－２－１　対象分野

　本件対象分野は、就学前教育分野となるが、ECDの視点とアプローチを取り入れた就学前教

育支援プロジェクトとして位置づけられる。

３－２－２　アプローチ

　ニジェール政府は、就学前教育分野に係る方向性を定めつつあること、就学前教育のアクセ

ス拡大のための普及モデルが見つかっていないことから、ECDの視点に基づいた就学前教育の

「政策支援」と、地域の特徴に合った「普及モデルの提示」を組み合わせたかたちの支援アプ

ローチをとることが最も有効と考える。

（1）政策支援

　ニジェール政府に対し、地方農村部への就学前教育（ECD）拡大をめざしたカリキュラ

ムの作成、研修制度の改善支援を行う。また、上記に係る政策策定支援と行政組織力強化

のための支援を併せて行う。これらはパイロットモデルを通して実証され、並行して、実

証結果は政策支援にフィードバックされる。

　また、他ドナーとプロジェクトの成果を共有することにより、ニジェールの就学前教育

（ECD）分野全体の底上げをめざす。

ECD（Early Childhood Development）とは
乳幼児総合ケア＝乳幼児期の愛情あふれる育児

　出生時から８歳になるまでの子どもとその親や保護者のための政策とプログラムに関する

包括的なアプローチを指し、子どもが持って生まれた認知的、情緒的、社会的、身体的能力

を十分に伸ばす権利を守ることを指す。ECD には乳幼児のニーズを満たすためのコミュニ

ティーを中心としたサービスが不可欠で、サービスは家庭とコミュニティーでの保健、栄養、

教育、水と環境衛生への配慮を含むものでなければならない。こうしたアプローチは幼い子

どもの生存、成長、発達の権利を守り強化する。〔出典：国連児童基金（UNICEF）『世界子

ども白書 2001』〕

　ECDは、保健、栄養、水と環境衛生、ケアと知的刺激、暴力・虐待・放棄・差別からの保

護という５つの柱で構成されている。ECDは、これら５つの要素を取り入れる包括的なアプ

ローチをとり、子どもが健康に正常に誕生・発育する権利を守るものである。（出典：ユニ

セフニュース vol.199）
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（2）普及モデルの提示　　　

　ニジェールの経済・社会状況を考慮すると、１つのモデルを標準化し全国展開していく

方法は当該国においては難しいと判断する。また、プロジェクトの自立性・持続性を考慮

すると、施設運営に係る住民の負担を極力抑える必要があり、地域格差や経済格差などの

様々な状況に見合った、コミュニティー特徴別モデルを提示し実証していくことが適当と

考える。

　モデル形成にあたっては、既存の施設・人材・組織及び類似案件からの教訓などのリ

ソースを生かすよう考慮する。また、コミュニティーのキャパシティーによりプロジェク

トによる投入や政府による支援の度合いを変えていくことも考慮する。

　各コミュニティーの個性に合ったモデルを提案することが本アプローチの特徴となる。

　上記（1）、（2）のアプローチにおいては、関係者（行政・住民）のキャパシティー・ビルディ

ングが含まれ、適切な研修及び技術指導が実施される。

３－３　ニジェールの教育開発計画との整合性

　上記アプローチについては、以下のニジェール教育省が日本に期待する協力及び今後の同分野

の方向性を示す乳幼児教育開発セクター政策の基本戦略と整合性があるといえる。

（1）ニジェール教育省が日本に期待する協力内容

①　就学前教育カリキュラムの作成、幼稚園教諭養成研修制度の整備及びキャパシティー・

ビルディングに係る支援

②　就学前教育（ECD）施設普及に係る支援（モデルの提示）

（2）乳幼児教育開発セクター政策の基本戦略

①　乳幼児教育の大衆化とアクセス拡大

②　０～６歳児の総合的かつ質のよい発達ための支援

③　パートナーシップ強化のための社会動員と啓発

④　地方組織とコミュニティーのオーナーシップの促進

⑤　モニタリング調査の実施

３－４　協力案

　現地調査結果を受け、妥当と思われるプロジェクトを提案する。プロジェクト概念は図－１

のとおりである。
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３－４－１　協力プロジェクト（案）

　　案件名：「就学前教育（ECD）支援プロジェクト」

（1）上位目標

　就学前教育のアクセスが拡大し、その質が向上する

（2）プロジェクト目標

　ニジェールの特性に合致した就学前教育システムが確立される

（3）プロジェクトの成果と活動

〈成　果〉

１．就学前教育カリキュラムと人材研修制度が整備される

２．就学前教育行政の組織力が強化され、関係者のキャパシティー・ビルディングがな

される

３．地方農村部における就学前教育施設普及モデルが実証される

４．普及モデル運営の経験が就学前教育に係る政策策定支援に反映される　

〈活　動〉

１－１　ECDの視点に基づいた就学前教育カリキュラムを作成する

１－２　幼稚園教諭及びコミュニティー型保母養成研修カリキュラムを作成する

１－３　保育者養成研修マニュアルの作成と行政関係者への研修を実施する

２－１　行政関係者への研修を実施する

３－１　就学前教育施設普及モデルを提示する

３－２　保護者及び地域住民に対する啓発活動を行う

３－３　モデル施設保母への研修を行う

３－４　対象住民へのモデル施設運営研修を行う

３－５　普及モデルのモニタリング・評価を行う

４－１　普及モデルの実証を基に今後の方向性を提案する

３－４－２　プロジェクトの活動概要

（1）カリキュラムの作成

活　動

ターゲット

概　要

1） 保育カリキュラムの作成

公立幼稚園・コミュニティー型就学前教育
施設

ECDの視点に基づいた保育カリキュラムを

カウンターパートと共に作成する。作成に

あたっては、公立とコミュニティー型双方

で使用可能な柔軟性のある内容を検討す

る。保護者・地域住民の要望やニーズを取

り入れることにより子どもの保育に対する

保護者・住民の関心を高めることは、施設

の持続性にもつながるものと考える。

2） 研修用カリキュラムの作成

公立幼稚園教諭・コミュニ
ティー型就学前教育施設保母

ECDの視点に基づいた養成研修

カリキュラムをカウンターパー

トと共に作成する。公立用、コ

ミュニティー用それぞれの状況

やレベルに沿った内容になるよ

う配慮する。
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（2）研修の実施

（3）対象乳幼児へのアプローチ

３－４－３　普及モデル案

　普及モデルとして考えられるモデル案は以下のとおりである。

　モデル案Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅは、既存の組織を核として就学前教育施設の計画・運営を行っ

ていくモデルである。これは、現時点で何らかの組織が存在するコミュニティーは、組織力・

モチベーション・コスト負担能力等の基礎が既に育っている分、比較的導入がスムーズである

と考えたためである。

　これに対しＦについては、住民組織のない（核となるものがない）地域においても就学前事

業を導入していくためのアプローチである。当モデルは、既にある程度の基盤ができあがって

いる他のモデルに比べ時間をかけてつくりあげていく必要があるが、同分野の支援が最も必要

とされている最貧困層へのアプローチ方法として検討していくことが必要であると考える。

4） 地域住民への研修

地域住民（運営委員）

モデル施設運営や住民
への啓発に関する研修
を行う。他のモデル地域
等の視察を通した研修
も考えられる。

活　動

ターゲット

概　要

1）幼稚園教諭研修担当
者への研修

幼稚園教諭研修担当者
（幼稚園監督官・指導主
事）

研修カリキュラムを基
にした具体的な研修実
施方法の研修を行う。

2）行政関係者への研修

就学促進局担当者、就学
前教育課担当者、私立・
コミュニティー型学校
課担当者

各担当ごとの役割の明
確化、連携体制の強化を
目的とした研修を行う。
また、各分野ごとの専門
性を高めるための研修
を実施する。

3）モデル施設保母への
研修

モデル施設保母

研修カリキュラムを基
に具体的な保育方法や
母親への支援方法に関
する研修を行う。

1） ３歳未満児

３歳未満児保育を実施するには、３～６歳児以上に施設

の充実と保母の専門知識が必要になり、現状ではその環

境は整っていない。したがって３歳未満児については、施

設保育ではなく母親（保育者）教育を通した間接的アプ

ローチをとる。その結果、母親（保育者）を通じて子ど

もに裨益効果がもたらされることになる。

2） ３～６歳児

研修を受けた保母

により、カリキュ

ラムに沿った保育

がなされる。

ターゲット

概　要
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３－４－４　投入案

（1）日本側

①　長期専門家３名（教育開発、就学前教育、参加型開発）

②　短期専門家２名〔母子保健、IEC（情報、教育、通信）〕

③　園舎、トイレ、水等の環境整備（モデルサイトのキャパシティーにより判断する）

④　組織運営のための導入機材等（モデルサイトのキャパシティーにより判断する）

モデル

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

核になる組織

学校運営委員会

女性識字教室

Projet Intrant

「生産者組合による

農業資機材利用促進

プロジェクト」

女性グループ

村運営委員会

住民組織のない村落

概　　　要

参加型学校運営改善計画による学校運営委員会である。組織力

や運営力、子どもの教育への理解を生かすことにより、就学前

から初等教育への一貫した支援が可能である。

基礎教育・識字省地方識字局が管轄する女性の識字教室であ

る。自らが学ぶ意欲をもつ女性をターゲットにすることによ

り、子どものケアや教育に対する理解が得られやすい。本アプ

ローチについては、調査先行政関係者も興味を示している。

ベルギーの資金により国連食糧農業機関（FAO）と農業開発省

が1999年から実施しているプロジェクトで、現金創出策とし

て穀物銀行等の導入も行われている。また2003年からは穀物

銀行支援のパイロットプロジェクトが世界食糧計画（WFP）に

より実施されているが、同支援による利益は、地域の女性グ

ループの活動支援と小学校の給食や教材購入にあてることが条

件とされている。本システムを就学前教育にもつなげることは

可能である。

現地NGO等の研修を受けた女性が、せっけんやゴザなどの製

造と販売をし、現金収入を得ている。自ら現金収入を得ること

を希望する女性も多く、子どもを施設に預ける母親が同時に技

術習得もできるようなアプローチが考えられる。

村の発展をめざし住民が自主的に組織運営している委員会であ

る。例えば、タウア地方は海外への出稼ぎ者数が多いことが特

徴ともいえる地域であるが、その出稼ぎ者も村運営委員会のメ

ンバーとして年数回の会議への出席や資金の仕送りをしてい

る。それらを含めた資金を基に地域住民のための活動を計画的

に行っている。なかにはその資金により保育園を開園したとい

う例もある。

ニジェールには「トンチン」という伝統的システムがある。こ

れは集落や村落単位でわずかずつの現金を定期的に集金し、参

加者が順番にまとまった現金を手にすることができるというシ

ステムである。このような伝統的システムや地域の特色を生か

し、地域開発支援を実施していくことから始めていくアプロー

チが考えられる。
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⑤　車　両

⑥　現地業務費

〈日本人専門家の活動内容〉

（2）ニジェール側

①　カウンターパートの配置

②　事務所の提供

③　幼稚園教諭、住民等への研修の実施

④　ローカルコスト

（3）協力期間：４年間

予想される業務

普及モデル実証アプローチの計画と運営

普及モデルのモニタリングと評価

普及モデルの実証を踏まえた就学前教育（ECD）に係る政策支援

基礎教育・識字省と関係省庁及び他援助機関との調整

行政関係者への研修の実施と技術支援

就学前教育分野の組織強化支援

他の専門家業務の調整

ベースライン調査

ECDの視点に基づいた就学前教育のカリキュラム作成支援

幼稚園教諭及びコミュニティー型保母養成研修用カリキュラム作成支援

行政関係者、研修担当者への研修の実施

普及モデル地域住民や保母への技術支援

JOCV活動支援

ベースライン調査

普及モデルの組織運営に係る支援

モデル地域の生活向上に係る支援

普及モデル地域住民への啓発活動と技術支援

行政関係者への研修の実施

関連省庁やドナーとの情報交換と連携

カリキュラム作成・研修制度整備における保健・栄養・衛生分野の技術支援

行政関係者への保健・栄養・衛生面の技術支援とマニュアル作成

行政関係者への母親教育に係る技術支援とマニュアル作成

行政関係者研修の実施

普及モデル地域住民への啓発活動と技術支援

行政関係者への住民啓発活動に係る技術支援とマニュアル作成

住民啓発用・広報活動用媒体の作成

行政関係者研修の実施

専門家

教育開発

就学前教育

参加型開発

母子保健

（短期）

IEC（短期）



－ 12 －

（4）実施体制

　本案件は、基礎教育・識字省をカウンターパート機関とし、同省基礎教育局、就学促進

局就学前教育課、私立・コミュニティー型学校課、地方基礎教育局、幼稚園監督局、他関

連省庁機関等との連携を図ることにより実施される。

３－４－５　プロジェクト実施案

（1）追加調査の実施

　「乳幼児教育開発セクター政策」策定作業は本プロジェクト形成調査中から活発化してい

るところであるため、本プロジェクト開始にあたっては、セクター政策のその後の進捗状

況とそれに関連した動きについて十分注意して追っていく必要がある。

〈再調査必要事項〉

①　乳幼児教育開発セクター政策策定の今後のタイムスケジュール

　（最終版策定後、アクションプラン策定、円卓会議開催が予定されている。本政策実

施期間は2004から2015年とされているが、具体的な実施は2005年からとなる予定で

ある）

②　本政策に対する他ドナーの動向

　〔国連教育科学文化機関（UNESCO）は2005年１月より本政策の戦略の一部に対す

る協力を行う予定であるが、現在のところ具体的内容は決まっていない〕

③　本政策に係る基礎教育・識字省及び関係省の実施体制

④　就学前教育に係る政府の投入計画と予算

（2）考えられるスキームとスケジュール案

　本案件に関しては、ニジェール政府の就学前教育に対する取り組み、同国におけるECD

の実績等を考慮すれば、技術を普及すると同時に取り組むべき課題は多く、ある程度モデ

ル事業としての成果の展示、普及できる技術が確立されることが優先課題となる。

　本計画を実施するスキームとしては、開発調査もしくは技術協力プロジェクトによる支

援の可能性が考えられる。

1） 開発調査（将来的に技術協力プロジェクトへ）

　乳幼児とコミュニティー、教育と保健・衛生等の多様な要素を含んだECDアプロー

チへの協力を実施するうえで、開発調査のスタイルは多様な専門分野への対応と多面

的な調査・活動が可能になるという点で適しているといえる。一方で、専門家の継続

的な派遣が困難であるという点においては、行政組織力が脆弱なニジェール政府の状

況を考慮すると不安が残る。調査メンバーのうち最低１名は、ある程度長期的に中央

レベルの組織力強化及び他ドナーとの調整が可能な体制をとることが好ましいと考え

る。

　開発調査で実績が認められれば、ニジェール政府もECDに対して積極的に取り組む

ことになり、技術協力プロジェクトに向けた環境が整うことになる。
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2） 技術協力プロジェクト

　ニジェール政府は就学前教育（ECD）の方向性と戦略を定め具体的な行動に移ろう

としている段階であり、プロジェクトを実施するにあたってはまず、先行専門家によ

るベースライン調査とある程度の就学前教育行政組織整備がなされたのち、本格的に

技術協力プロジェクトを開始するのが適当と考える。

　就学前教育分野に係るニジェールの組織体制状況や関係者のキャパシティーを考慮

すると、長期専門家による年間を通した継続的なきめ細かい支援が必要であり、技術

協力プロジェクトのスタイルはその点において適しているといえる。

　

　

３－４－６　他ドナーとの協力の可能性

（1）ドナー協調の状況

　現在のところ、就学前教育分野への協力を実施しているドナーと将来的に協力を計画し

ているドナーは限られていることもあり、ドナー協調の動きは特にない状況である。「乳幼

児教育開発セクター政策」策定に係るワークショップへの参加ドナーが非常に少なかった

ことからも、他ドナーの就学前教育分野に対する関心はまだまだ低いことがうかがえる。

　一方で、「乳幼児教育開発セクター政策」策定をきっかけに、今後同分野にも関心を示し

始めるドナーが増えていくことも考えられ、我が国が同分野への協力を実施していくにあっ

たっては、ドナー協調の中心的役割を果たしていくことも考慮することが必要であろう。

（2）協力の可能性

1） 国連児童基金（UNICEF）

　UNICEFは、コミュニティー型保育園パイロットプロジェクトや既存の公立幼稚園改

善のためのパイロットプロジェクト等の協力を実施しているが、今後は既存幼稚園教諭

の再研修に対する支援にも力を入れていく必要があるとし、研修開催に対する資金的な

支援を考えている。本件について、UNICEFによる資金的支援と我が国プロジェクトに

よる技術的支援との協調が可能と考える。

2） Aide et Action

　Aide et Action は、約３年前よりコミュニティー型保育園パイロットプロジェクトを

年　目 １ ２ ３ ４

開発調査

技術協力プロジェクト

プロジェクトスケジュール

年　目 １ ２ ３ ４

先行調査・活動（就学前教育）

先行調査・活動（参加型開発）

技術協力プロジェクト

プロジェクトスケジュール
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実施しているが当初の目的を達することができず、現在その反省と課題を基に今後の方

向性とアプローチ方法を調査検討中である。その結果を踏まえ、今後もコミュニティー

型保育園プロジェクトを拡大していきたいと考えており、就学前教育やコミュニティー

型学校に係る取り組みには積極的な姿勢を示している。両分野においてはある程度の実

績があり、現在ドナーのなかでもリーダー的な存在となっているAide et Action との連

携は、プロジェクトを進めていくうえで有効と思われる。

3） NGO ONPPE

　NGO ONPPE は、World Visionの資金支援により乳幼児の発達及び母親支援を目的と

したコミュニティー保育園プロジェクトを行っている。同NGOの全メンバーは元幼稚

園教諭や保健師経験がある女性で、本プロジェクトを実施するにあたっては、UNESCO

の支援により幼児教育に関する研修を受けており、プロジェクト運営面のすべてを担っ

ている。このような人材を蓄えたNGOとの連携は現地のリソースを生かした現地に合っ

たプロジェクトを行っていくために有効であると考える。



資　料　編
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第１章　教育開発計画

１－１　教育開発 10 か年計画

　ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）政府により策定された「教育開発10か年計

画（2003～2013）」（以下PDDE）は、就学前及び基礎サイクル１、基礎サイクル２のフォーマル

教育とノンフォーマル教育を総合的に網羅するものである。特に、農村部の女性や子どもなどの

弱い立場にあるグループに対する教育の質的及び量的な改善に重きを置き、また、子どもの教育

における住民の責任や地方分権化のプロセスを重視している。

　本計画では、就学前教育について、2003年時点で１％の就学率を2007年には２％に、2013年

までに５％に引き上げるとし、目標実現に向けた行動計画が定められているものの、他教育サイ

クルに比べると具体的方向性は見えにくいものとなっている。

　また、本計画は、教育の「アクセスの拡大」「質の向上」「組織改編」に係る方向性を打ち出す

ものとされているが、「組織改編」については、現時点において具体的な方向性が出されていな

い。

　「アクセスの拡大」「質の向上」に係る概要は以下のとおりである。

◆PDDE就学前教育分野の概要

〈アクセスの拡大〉

目　標

１．2003 年の時点で１％の就学率を 2007 年に２％、2013 年に５％に引き上げる

２．就学前教育を地方農村地域に拡充する

行　動

①　2007 年より師範学校に就学前教育課程を設置する

②　193 名の幼稚園教諭を採用する：正規教諭と嘱託教諭採用による退職者の補充をする

③　304 名の准教諭（mère éducatrice）を採用する：准教諭は地域住民の中から採用され、

彼女らの研修は訓練官研修を受講した教諭により行われる

④　395 教室を建設し備品を設置する（うち 152 は農村地域の保育室）

⑤　251 のトイレを設置する

⑥　166 教室を改修する

⑦　90 か所の都市部幼稚園の外壁を設置する

〈質の向上〉

目　標

１．８割以上の子どもたちが就学前の基礎能力を身につける

２．幼稚園教諭研修の質を向上させる

３．教材や教具の改善により教育を改善する

４．子どもの健康・衛生･栄養状況を改善する

５．環境教育の初歩を教える
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１－２　乳幼児教育開発セクター政策

　本セクター政策は、万人のための教育（EFA）を達成するには初等教育以外の分野にもより力

を入れる必要があるという観点から、ニジェールの就学前教育を強化するため、その土台づくり

として国連教育科学文化機関（UNESCO）の支援により実施されているものである。2004年９月

６・７日には第１ドラフト批准のためのワークショップが開催され、その結果に基づき現在修正

作業が行われている。今後、予算計画の作成、アクションプランの策定、円卓会議が予定されて

いるが、現時点においては具体的なタイムスケジュールは組まれていない。

全体に対する
計　画 都市部 地方農村部 合　計 地方農村部の

割合（％）

教室（備品を含む） 130＊ 113 243 047％

保育室（農村部） 000＊ 152 152 100％

トイレ 099＊ 152 251 061％

外　壁 090＊ 000 090 000％

教室の修繕 166＊ 000 000 000％

表－１　教室・トイレ等の建設計画

＊都市部130教室のうち89はワラぶき教室の建て替え分
出所：Annuaire Statistique 2002-2003（基礎教育・識字省）

行　動

①　2007 年より師範学校に就学前教育課程を設置する

②　小学校教諭から幼稚園教諭になる場合、幼稚園監督官による２か月間の研修を行う

③　2002 年に 218 名の幼稚園教諭に対し１名の監督官を、2007 年には幼稚園教諭 186 名に

対し１名を配置する

④　2002年に109名の幼稚園教諭に対し１名の指導主事を、2007年には幼稚園教諭45名に

対し１名を配置する

⑤　幼稚園教諭の配置を敏速かつ効果的に行う

⑥　18 名の幼稚園監督官を養成する

⑦　570 名の幼稚園教諭を養成する

⑧　13 万 3,000 冊の教科書と 300 個のかばんを配布する

⑨　384 園を対象に保健衛生状況を改善する

⑩　723 名の幼稚園教諭の保健に関する能力を強化する

⑪　384 園を対象に栄養状況を改善する

⑫　304 園を対象に救急箱の配布と飲料水の供給を行う

⑬　9,792 名の幼稚園児と小学校児童の寄生虫駆除と微少栄養素の摂取を実施する

⑭　251 のトイレを設置する

⑮　幼稚園教諭養成カリキュラムに保健・衛生・HIV／AIDS対策に関する知識を取り入れる

⑯　環境教育に関する 20 名の指導官を養成する
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　本セクター政策は、PDDE の就学前教育分野に係る諸目標を受け、ECD の視点に基づいたニ

ジェールの就学前教育の具体的な方向性と戦略を示すものとして位置づけられている。また、以

下１－３に記す「乳幼児総合ケア国家政策」がニジェール全体の乳幼児ケア（ECD）に係る総合

的な方向性を示すものであるのに対し、乳幼児教育開発セクター政策は、そのうちの教育分野に

係る方向性と戦略方針を示すものとして位置づけられている。

　本セクター政策の基本戦略は以下のとおりで、基礎教育・識字省を中心とし、社会開発・人口・

女性の自立促進・子ども保護省、保健・風土病対策省、水利・環境・砂漠化防止省間の連携体制

により、ECDの包括的アプローチを取り入れた活動が計画されている。本セクター政策実施体制

案（図－１）では、首相府に国家調整員会を置くことが想定されているが、現在のところ具体的

な動きはない。

　同分野への協力を行うにあたっては、本セクター政策策定の進捗状況と具体的内容を注意深く

追っていく必要がある。

　
◆乳幼児教育開発セクター政策基本戦略

　１．乳幼児教育の大衆化とアクセス拡大

　２． ０～６歳児の総合的かつ質のよい発達ための支援

　３．パートナーシップ強化のための社会動員と啓発

　４．地方組織とコミュニティーのオーナーシップの促進

　５．モニタリング調査の実施

図－１　乳幼児教育開発セクター政策実施組織図

出所：乳幼児教育開発セクター政策（第１ドラフト版）

首相府
国家調整委員会

県レベル
調整・モニタリング委員会

市町村レベル
調整・モニタリング委員会

地方レベル
調整・モニタリング委員会

基礎教育・識字省
社会開発・人口・
女性の自立促進・
子ども保護省

保健・風土病対策省
水利・環境・
砂漠化防止省







－ 22 －

２－２　関連施設

２－２－１　公的就学前教育施設

（1）公立幼稚園（Jardin d’enfants et classe maternelle）

　ニジェールの公的就学前教育施設としては、３～６歳児を対象とした公立幼稚園が大多

数を占めている。公立幼稚園は基礎教育・識字省が管轄し、全国４県（ニアメ・マラディ・

タウア・ザンデール）にある幼稚園監督局が現場幼稚園の管理運営指導と幼稚園教諭の研

修指導を行っている。

　公立幼稚園の目的は以下のとおりである。

①　子どもの精神的･知的・情緒的発達を助長する

②　子どもの社会性を助長する

③　将来的な学習のための基礎を身につける

④　障害を早期発見し、病気を予防する

⑤　子どもの表現力と自発性、言語能力を発達させる

⑥　母国語の習得を強化する

　

（2）私立幼稚園

　すべて私レベルで管理運営されている。公立幼稚園に比べ保育料が高いため、利用者は

富裕層に限られる。

（3）セミ私立幼稚園

　教諭のみ政府から配置されているほかは、独自の運営を行っている。

（4）保育園（Garderie）

　保育園は２～４歳児を対象に保育を行う施設で、社会開発・人口・女性の自立促進・子

ども保護省が管轄している。全国に10園（ニアメ市内に９園、マラディに１園）があるの

みで、そのすべてが都市部に集中し、年間保育料は、公立が９万 CFA フラン（FCFA）、

◆ニジェールの就学前教育の歴史

　ニジェールの就学前教育の歴史は、1945年の初等教育再編により、４歳児から受入可能とさ

れたことから始まったといえる。

　ニジェール初の就学前教育施設となるのは、カソリック系幼稚園（1948年：ニアメ、1950年：

ザンデール、 1968年：アガデス）で、続いて、1971年には赤十字により、1972年にはニジェー

ル女性組合（AFN）により幼稚園がニアメに設立された。

　最初の公立幼稚園が設立されたのは1977年で、当時の園児数1,006名が2002～2003年には

その17倍に及ぶ１万7,264名に増加している。また、公立幼稚園開始時においては、保育内容

はもとより幼稚園の運営に関する情報が全くない状態であったが、ニジェールに先駆けて同分

野の取り組みを行っていた隣国（コートジボワール：1962年、ベナン：1970年、トーゴなど）

やフランスでの視察研修経験を基に、手探りで現在のニジェールの就学前教育をつくってきた

といえる。
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私立は15万FCFA以上と高額であることから、富裕層のみが利用可能な施設となっている。

　　

２－２－２　ノンフォーマル就学前教育施設

　既存のノンフォーマル就学前教育施設としては以下の施設があり、すべてを基礎教育・識字

省が管轄している。管理運営は基本的にコミュニティーが行うことになっているが、現状にお

いてはドナーによる何らかの支援の下に運営されている。その他の特徴としては、保育にあた

る人材が住民から選出されていること、公立幼稚園の保育内容に比べ、ケア面の比重が大きい

ことなどがあげられる。

　保育にあたる人材の研修については、幼稚園監督局が技術的な支援を行っている場合が多い。

（1）コミュニティー幼稚園（Jardin d’enfants communautaire）：９か所

　国連開発計画（UNDP）／国連ボランティア（UNV）が支援を行っている。

（2）子どもの家（Clos d'enfants）：28 か所

　World Vision が資金面の支援を、NGO ONPPE が技術支援を行っている。

（3）コミュニティーめばえセンター（Centre d’éveil communautaire）：12 か所

　UNICEF が 10 か所、Plan Niger が２か所を支援している。

　（1）～（3）の概要は、第７章において記すこととする。

（4）コーラン学校（Ecole coranique）

　コーラン学校はニジェールで最も古い、子どもから成人までを対象とした宗教的教育手

段で、約30万人の３～６歳児（2003年）が通っているといわれている。約5,000あるコー

ラン学校には、主に定着型と移動・季節型があり、規模や形態は様々であるが、基本的に

モスクやマラブー（宗教指導者）宅あるいは野外で活動が行われる。運営費は、生徒の親

の負担（子ども１人当たり週 25 ～ 100FCFA）と、任意の経済援助や支援で賄われている

ことが多い。

　コーラン学校は、宗教教育の基礎を築くこと、イスラムの教えを通して子どもが社会・

文化的環境に適応できるようにすることを主な目的としており、保護者の関心は高い。半

面、指導者であるマラブーは子どもの教育に関する専門知識に欠けること、学校環境、特

に衛生面における配慮に欠けることなどが問題として指摘される点である。
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第３章　就学前教育行政

３－１　教育行政組織

　就学前教育行政組織図は、図－４のとおりである。

　中央では、就学前教育課が中心となり行政上の業務を行っており、地方では、幼稚園監督局が

現場レベルのすべての業務を任されている。

　現場レベルにおいては、予算面等の困難はあるものの比較的意欲的な取り組みが行われている。

しかしながら、それらの成果が上層部に反映されにくいのが現状であり、同分野においては、現

在の脆弱な組織力を強化していくことが今後の課題といえよう。

３－２　就学前教育予算と財源

　就学前教育に係る財政状況は非常に厳しく、公立幼稚園教諭の給与のみが政府予算で賄われて

おり、その他、既存の公立幼稚園の運営や教材・機材の購入、幼稚園行事の実施、教諭の研修、

幼稚園監督局運営に係る費用については、園児の保育料（6,000FCFA／人／年）によって賄われ

ているのが現状である。

出所：筆者作成

図－４　就学前教育行政組織図

県基礎教育・識字局

幼稚園監督局
（ニアメ・タウア・マラディ・ザンデール）

就学促進局
就学前教育課

基礎教育・識字省
基礎教育サイクル１局

公立幼稚園 コミュニティー型施設私立幼稚園

中央レベル

地方レベル

表－２　公立幼稚園の年間保育料によって賄われる経費（2004 年度）

費用項目
予算配分 園児１人当たり 全体予算（2002～ 2003）
（％） （6,000FCFA） （園児数11,755人× 6,000FCFA）

教材費 040 2,400 28,212,000

既存教諭研修費 020 1,200 14,106,000

遊具や備品購入費 020 1,200 14,106,000

幼稚園監督局運営費 010 1,600 07,053,000

年間行事開催費 010 1,600 07,053,000

合　計 100 6,000 70,530,000

出所：筆者作成

（単位：％、FCFA）
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３－３　モニタリング・評価

　就学前教育におけるモニタリング・評価は、各幼稚園監督局レベルでのみ行われている。

３－４　関連省庁との連携

　同分野に関連する主な省庁は、基礎教育・識字省のほか、保健・風土病対策省及び社会開発・

人口・女性の自立促進・子ども保護省であるが、同省庁間の連携体制は特にとられていなかった。

しかしながら、乳幼児教育開発セクター政策策定においては、同３省及び水利・環境・砂漠化防

止省が共同で策定作業にあたっており、今後の実施段階においても各省の連携による取り組みが

なされていくことになっている。

　なお、前記の乳幼児総合ケア国家政策を受け、今後は教育開発セクター政策同様に各セクター

（保健、子どもの保護）ごとの政策も省庁間の連携の下に策定されていく予定である。

３－５　行政官

３－５－１　就学促進局就学前教育課課長

　就学前教育課は基礎教育・識字省における就学前教育を担当する部署として、就学前教育に

係る行政面すべてを担っている。同課課長は、就学前教育と乳幼児のケアに関しては幼稚園監

督官と同様の専門養成を受けているため、ある程度専門的な視点をもって業務にあたっている。

３－５－２　幼稚園監督官

　幼稚園監督官は、就学前教育分野において唯一適切な養成を受けている人材である。コート

ジボワールの国立社会研修学院（INFS）において３年の養成を経て、教諭免許と同等の国家資

格を得ている。この養成機関への入学資格は、中等教育の大学入学資格試験（バカロレア：BAC）

取得者、あるいは政府の試験に合格した者となっている。

　監督官は、全国４県に各１名が配属され、就学前教育施設の管理、運営指導、幼稚園教諭に

対する技術指導と研修の実施などを任されており、ニジェール就学前教育分野を中心となって

担っている存在であるといえる。しかしながら、理論的知識はあるものの実践面では経験が乏

しく、現場の教諭に対する研修内容には限界があるため、研修指導官としてのレベルアップが

◆保健・風土病対策省の子どもに関する主な目標（2004 ～ 2008）

　①　2008 年までに新生児死亡率を 50％削減する

　②　2008 年までに乳幼児死亡率を 25％削減する

　③　５歳以下の子どもの栄養失調率を 15％削減する

◆社会開発・人口・女性の自立促進・子ども保護省の子どもに関する主な目標（2004～2010）

　①　子どもの保護と権利の向上のための法・制度を強化する

　②　2004 年現在 45％の出生届け出率を 2010 年には 80％に引き上げる

　③　子どもの権利について家族やコミュニティーの理解を促す

　④　ストリートチルドレンや物乞いの子どもを減少させる

　⑤　子どもの心身の健康を擁護する

　⑥　障害児や孤児等の弱い立場にある子どもへの対応やその予防に係る行政能力を強化する
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必要である。　

３－５－３　指導主事

　指導主事は幼稚園監督官が任命した元教員で、監督官と共に幼稚園現場の管理指導にあたっ

ている。同主事は小学校教員の資格をもち、経験や就学前教育に携わった期間に基づき任命さ

れる。

　幼稚園監督官及び指導主事のなかには JICA カウンターパート研修の経験者もおり、ある程

度の知識と技術を携えている。また、上記３者は共に就学前教育に係る取り組みには意欲的に

かかわっており、今後同分野の支援を行っていくにあたっては十分活用できる人材であると考

えられる。
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第４章　就学前教育の現状

４－１　公立幼稚園教諭を取り巻く状況

４－１－１　資格制度

　幼稚園教諭や補助教諭は、一般教育中等学校での養成及び小学校教員養成校での１～２年間

の研修を受ける。卒業後は、初等教育視学官事務所又は地方の基礎教育局に配属される。

　また、幼稚園教諭は、高等師範学校の入学試験に合格し、２年間の研修を受け、中学校

（Collège d’enseignement général：CEG）教員免許を取得すれば指導主事に昇格することができ

るが、幹部職（監督官又は指導主事）に就くには 42 歳が年齢制限となる。

４－１－２　養成制度

　公立幼稚園の設立が始まった1970年代、初等教育の教員14名が隣国トーゴの幼稚園教諭養

成学校で６か月間の研修を受けた。以来、同様の養成方法が継続されたため、ニジェールには

幼稚園教諭のための養成機関がないまま現在に至っている。

　教諭の配属は、各学期末に幼稚園監督官が幼稚園の設立や拡張の必要性を検討し、県基礎教

育・識字局に要請され実施される。新たに幼稚園に配属された元小学校教員は就学前教育の方

法や技術に関する２～３週間の短期研修を受ける。このような研修は年１回行われ、既存教諭

対象の講習の機会は、毎月行われる研究授業（CAPED）のみである。

４－１－３　待　遇

　公立幼稚園教諭の給与は以下の区分に従って政府予算で支払われる。

①　上級教員

A1 →大学入学資格（BAC）＋修業年数５年：指数 306 ポイント（最高段階）

A2 → BAC ＋修業年数３～４年：指数 266 ポイント

A3 → BAC ＋修業年数２年：指数 231 ポイント

②　中級教員

B1 → BAC ＋小学校教員養成所（ENI）卒業＋職業適性証書（CAP）：指数 201 ポイント

B2 → BAC ＋ ENI 卒業：指数 175 ポイント

C1 →前期中等教育修了（BEPC）＋ ENI 卒業：指数 152 ポイント

C2 → BEPC ＋教員養成研修修了：指数 132 ポイント

D1 →初等教育修了（CFEPD）＋ ENI 卒業：指数 115 ポイント

D2 → CFEPD：指数 100 ポイント

　基本的に１ポイントが年間3,500CFAフラン（FCFA）に値するが、政府予算により変動する

可能性がある。昇級は基本的に２年ごとに自動的になされるが、勤務計画の達成度など条件に

応じて実施されることもある。

　

４－２　カリキュラムと教材

４－２－１　カリキュラム

　ニジェールにおける最初の就学前教育公式カリキュラムは 1989 年に作成された。しかしな

がらその内容については、子どもの年齢や発達段階、同国の社会・経済・文化環境に即してお
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らず、初等教育との一貫性に欠けるなどの問題が行政関係者のなかでも指摘されており、実際

現場ではほとんど活用されていない状況である。

　また、乳幼児教育開発セクター政策においては、対象児を０～６歳としているが、現状では

０～３歳のカリキュラムはないため、その整備も今後の課題のひとつとなっている。

４－２－２　教材／遊具

　就学前教育に係る予算が乏しいことから、子どもの発達に合った教材と遊具を満足に購入す

ることは難しい。限られた状況の下、創意工夫による教材や遊具を製作することは重要で、保

育者はその技術とそれらの活用方法等を習得することが必要である。乳幼児教育開発セクター政

策においては、各地域の特色を生かした教材の作成が目標のひとつとして取り上げられている。

４－２－３　保育内容

　既存幼稚園においては、教育（小学校入学準備のための学習）に重点が置かれがちで、子ど

もの生活習慣や人格形成に係る活動や配慮が不足していることや、子どもの年齢や発達に沿っ

た保育がされていない傾向にあることが問題としてあげられる。これは、既存の幼稚園教諭が

もともと小学校教諭であるため、幼児教育の専門的研修を受けておらず経験不足なこと、再研

修制度が確立していないことなどが原因となっている。

４－３　施設と設備

　2002年度（2002～ 2003）の就学前施設数は222で、前年度の15％、1996年度からは毎年平均

11.3％伸びているが、入園希望数に対し施設数は不足している。なかには幼児数に対し教室数が

足りず、ワラぶき小屋を使用しているケースもある。

　１クラスに対する平均幼児数は30名であるが、それ以上の場合もあり、いきとどいた保育を行

うには年齢ごとの定員数の改善が必要である。また、カリキュラムには保健衛生面に関する配慮

について記されているにもかかわらず、実際には衛生や安全を配慮した設備が不十分である。

幼稚園 教　室 幼　児 教　諭
監督局 県

公 立 私 立 Com 合 計 公 立 私 立 Com 合 計 公 立 私 立 Com 合 計 公 立 私 立 Com 合 計

ドッソ 022 04 3 029 050 005 04 059 01,257 1,131 191 01,579 070 007 03 080

ニアメ
ティラベリ 021 03 3 027 036 009 05 050 01,949 1,272 214 01,435 051 010 06 067

ニアメ 051 24 0 075 159 075 00 234 05,053 3,047 000 08,100 183 092 00 275

小 計 094 31 6 131 245 089 09 343 07,259 3,450 405 11,114 304 109 09 422

ディッファ 003 00 0 003 007 000 00 007 01,155 1,000 000 01,155 008 000 00 008

ザン マラディ 012 04 0 016 031 014 00 045 01,113 1,454 000 01,567 043 022 00 065
デール ザンデール 020 07 0 027 037 011 00 048 01,907 1,501 000 01,408 057 017 00 074

小 計 035 11 0 046 075 025 00 100 02,175 1,955 000 03,130 108 039 00 147

アガデス 010 03 0 013 039 009 00 048 01,964 1,482 000 01,446 040 012 00 052

タウア タウア 026 03 3 032 048 007 01 056 01,357 1,154 063 01,574 056 006 01 063

小 計 036 06 3 045 087 016 01 104 02,321 1,636 063 03,020 096 018 01 115

全 国 合 計 165 48 9 222 407 130 10 547 11,755 5,041 468 17,264 508 166 10 684

表－３　幼稚園・教室・園児・教諭数（2002 ～ 2003 年）

Com：コミュニティー幼稚園
出所：Annuaire Statistique 2002-2003（基礎教育・識字省）参照





－ 30 －

４－４－２　地域格差

　幼稚園は、その大多数が都市部に集中しており、地方農村部との格差は大変大きい。特に首

都ニアメには幼稚園総数の約 30％が、教室数・幼児数・教諭数においては、その約 40％が集

中している（表－３参照）。

　前記のように、ニジェール政府は、コミュニティーベースの幼稚園や他の就学前教育施設を

増やすことにより、地方農村部の就学率を上げていこうと考えている。

４－４－３　貧富格差

　公立幼稚園の年間保育料基本額は6,000FCFAと高いため、就学の機会は中流及び上流階級に

限られている。政府は、コミュニティーベースの就学前教育施設普及により、地方農村部にお

ける就学率の向上をめざしているが、住民側のコスト負担に関しては大きな課題となってい

る。

就学率

施　設

地域格差

経済格差

男女間格差

・2003 年時点の就学率は対象幼児数の

１％に過ぎない

・就学率の向上に向け、政府はコミュニ

ティー幼稚園の普及も視野に入れている

が、現在のところ対策はとられていない

・就学前施設数には毎年伸びが見られる

が、入園希望数に対し施設数は不足して

いる

・幼稚園（公立、私立、コミュニティー）

は、そのほとんどが都市部に集中してお

り、地方農村部との格差は大きい

・公立幼稚園の年間保育料は高いため、就

学の機会はそれを支払うことができる中

流及び上流階級に限られている

・就学前教育段階においては男女間の格

差はみられない

政府の計画

・2013 年までに就学率を５％に上げるた

め、公立幼稚園及びコミュニティーベー

スの施設数、就学児数、幼稚園監督官と

幼稚園教諭数を増やし、国民に対する啓

発活動を行うとしている

・2013年までに395の教室・保育室（都市

部243、地方農村部152）の建設、251の

トイレの建設等を行うとしている

・コミュニティーベースの就学前教育施

設普及により、地方農村部における就学

率の向上をめざしている

・コスト負担が困難な地域住民にも利用

可能なコミュニティーベースの就学前教

育施設モデル普及をめざしている

・就学前については特に計画はないが、基

礎教育全体を通して女子の就学率を上げ

ることを目標としている

表－４　就学前教育の現状と政府の計画概要

〈アクセス〉

現　　　状
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幼稚園教諭

教諭養成・

技術研修

カリキュラム

教材・遊具

施設と設備

保育内容

ECD（乳幼児

総合ケア）の

視点

・既存の教諭は就学前教育に関する専門研

修は受けていない

・幼稚園監督官は、実践面では経験が乏し

いため現場の教諭に対する研修内容には

限界がある

・幼稚園教諭養成研修制度がない

・施設や定員等に関する基準を定める指針

はない

・カリキュラムは存在するが、現場で使用

するには内容が不十分である

・子どもの発達に合った教材と遊具の選択

と、創意工夫による教材や遊具の作成・

活用方法等の習得が必要である

・いきとどいた保育を行うには各年齢ごと

の定員数の改善が必要である

・衛生や安全を配慮した設備が不十分である

・子どもの年齢や発達に沿った保育や子ど

もの生活習慣・人格形成に係る活動や配

慮が不足している

・中央レベルの就学前教育関係者は ECD

の重要性を認識し、幼稚園カリキュラム

にも ECD の視点が多少盛り込まれては

いるが、現場レベルではほとんど実践さ

れていない

政府の計画

・幼稚園教諭養成課程の新設及び研修制度

の改善、職員配置の改善による保育の質

の向上をめざしている

・幼稚園教諭養成課程の新設及び研修制度

の改善を計画している

・就学前教育及び基礎教育サイクル１カリ

キュラム作成国家技術チームによるカリ

キュラムの作成を計画している

・地域の素材を活かした教材の作成を取り

入れていくことをめざしている

・2013年までに395の教室・保育室（都市

部243、地方農村部152）の建設、251の

トイレの建設等を行うとしている

・幼稚園教諭養成研修制度の改善やカリ

キュラムの作成を行うとしている

・「乳幼児教育開発セクター政策」には

ECDの視点とアプローチを考慮した目標

と行動計画が盛り込まれている

〈教育の質〉

現　　　状
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第５章　子どもを取り巻く状況

　国連開発計画（UNDP）人間開発指数2003年版による主な指標では、以下のとおり、ニジェー

ルの子どもたちが置かれている状況は大変厳しく、乳幼児の保健、栄養、衛生、保護に対する支

援の必要性は大変高いといえる。

・１日１ドル未満で生活する人口：61.4％

・改善された水源を継続して利用できない人口：都市部：30％、農村部：44％

・改善された衛生設備を利用できない人口：80％

・女性１人当たりの生涯出産数：８人

・15 歳未満の人口：49.9％

・５歳未満の子ども：21.3％

・５歳未満で年齢の割に低体重の子ども：40％

・乳幼児期の栄養失調率：40％

・乳児死亡率：出生 1,000 件当たり 156 件

・５歳未満児死亡率：出生 1,000 件当たり 265 件

・出生時平均余命：45.6 歳

　（『UNDP 人間開発報告書 2003』参照）

５－１　保　健

　ニジェールにおいては一般的に健康状況は非常に懸念されており、乳幼児と母親が置かれてい

る保健環境について多くの課題を抱えている。例えば、近隣諸国の５歳未満児死亡率と比較して

も（図－７）、ニジェールの子どもが置かれている状況は非常に厳しいものであることが分かる。

また、都市部と地方農村部間における保健環境の格差は大変著しいものとなっている（図－８）。

項　目 全　国 都市部 農村部

産前の手当てを受けられる 41.2 83.6 35.5

出産時の手当てを受けられる 15.7 64.7 09.7

麻疹予防接種が受けられる 36.5 68.1 29.9

ポリオワクチン接種が受けられる 40.6 79.3 33.8

破傷風予防接種が受けられる 40.3 71.6 36.1

自宅で下痢の治療ができる 37.9 44.2 37.3

表－５　子どもが置かれている保健医療環境の状況

（％）

出所：筆者作成〔保健・風土病対策省疾病別罹患率統計（2000年 12月）参照〕
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５－２　栄　養

　ニジェールにおいては、乳幼児期の栄養不良率40％という数字が示すように、子どもの栄養状

態は非常に不安定で、特に、たんぱく質・熱量の不良、ビタミンＡと鉄の不足に関連する貧血症、

ヨードの欠如などが問題点としてあげられる。これらの問題もやはり貧困による影響が大きく、

都市部に比べ地方農村部における状況はより深刻なものとなっている。

　現在、栄養に関する行政の取り組みとして、栄養にかかわる監視と、教育や栄養に関するアク

ションプランの策定、保健と栄養プログラムの考案などが計画されてはいるものの、実際の現場

の取り組みとしては、地方保健センターレベルの保健師による乳児健診時の栄養指導などにとど

まっている。
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第６章　就学前教育と乳幼児ケアに係る住民ニーズ
－現地踏査とアンケート調査より－

６－１　現地踏査

　タウア・ドッソ県の計９村と地方行政機関の踏査を行った。なお本踏査は、地方農村部の住民、

住民組織やグループのある地域住民、又は就学前教育施設が存在する地域住民を対象とした。

６－１－１　調査対象村と機関

　調査対象村と機関は次のとおりである。

６－１－２　調査結果　

（1）全調査対象村について、住民は幼稚園等子どもの施設に対し肯定的であった。その理由

として、小学校にあがる準備として幼稚園での活動は有益である、幼稚園に預けることに

より子どもが危険から守られるため安心して仕事ができる、母親の負担が減る、子どもが

礼儀や社会性を身につけることができるなどがあげられた。

（2）コミュニティーの要望により開始された公立幼稚園が多数存在する（タウアにおいて

は、2003 年度に新設された７幼稚園すべてがコミュニティーからの要望によるものであ

る）。

（3）外部からの働きかけで開始された就学前教育施設については、保育活動による子どもの

変化や母親等への裨益を実際に目で見たり感じることが、住民の意識向上につながってい

る。

→　きっかけや場を設けること（幼稚園等の施設の存在さえ知らない住民がいる）、ある

程度の支援を取り入れることにより、住民の理解を得ることは可能である。住民には

潜在的ニーズがあり、それを引き出していくことがポイントとなる。

対象村・機関名

RIDIDI（タウア県）

MINAO（タウア県）

KIJIGARI（タウア県）

TAMASKE（タウア県）

FONKOYE（タウア県）

KOUFAN-TAHOUA（タウア県）

TIDIRKA（ドッソ県）

BIRN N'GAOURE（ドッソ県）

DANTIANDOU

タウア幼稚園監督局

タウア郡識字局

関連組織、グループ、施設名

COSAGE学校運営委員会

COSAGE学校運営委員会

UNICEFめばえセンター

UNDPコミュニティー幼稚園

村運営委員会

COSAGE学校運営委員会

Plan Niger めばえセンター

せっけん製造販売女性グループ

Projet Intrant 住民組織
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（4）保護者が子どもを幼稚園に入れる場合、小学校入学準備や学力の向上が動機となってい

る傾向にあるが、実際に幼稚園に通わせた結果、学力以外の面において子どもの変化や成

長に気づき評価する保護者や住民が多数いる。

→　アプローチ方法によっては、幼稚園へ通わせることのメリットが学力向上のみでな

いことを住民に理解してもらうことは可能である。

（5）就学前教育施設に通った結果として、小学校入学後のその効果（集団生活への適応が早

い、学習への集中力が身についている、クラスの中でもリーダー性を発揮できる等）が小

学校教諭にも認められている。

→　就学前教育が初等教育段階で良い影響を及ぼす可能性は十分ある。

（6）女性が安心して仕事ができる、女性の労働が軽減される、自由な時間が得られる等、施

設に子どもを預けることにより女性が得たものは多い。この点については、女性ばかりで

なく男性側からも取り上げられた意見であった。

→　女性は裨益者となり得る。

（7）コミュニティー自らが幼稚園の開園を申請した場合は、行政は積極的に公立幼稚園とし

て認可し支援する方針であるが、教諭養成と雇用予算の不足が原因で申請数に対し教諭確

保が追いつかないのが現状である。

（8）コミュニティー幼稚園においても、公立幼稚園と同様のカリキュラムが適用されてい

る。

→　現存のカリキュラムを公立及びコミュニティー幼稚園に対応可能な内容に改善する

必要がある。また、様々な地域環境や格差に対し応用可能な活動の具体例も必要である。

６－２　住民対象アンケート調査

　ティラベリ・タウア・マラディ３県の各４か村の住民に対し、子どもの教育や就学前教育施設

に関するアンケート調査を実施した。４か村の選定は、小学校がある村、小学校がない村を含め

て選定した。全回答者数は 113 名で、男女構成は以下のとおりである。

ティラベリ県 タウア県 マラディ県 計

男 35 18 28 081

女 10 10 12 032

合　計 45 28 40 113
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第７章　他ドナーの援助動向

７－１　主なドナーの協力概要

　現在ニジェールの就学前教育及び乳幼児ケア分野に係る援助を行っているドナーは限られてお

り、ドナー間の協調の動きもほとんど見られない。

国連教育科学文化
機関（UNESCO）

国連児童基金
（UNICEF）

国連開発計画
（UNDP）／
国連ボランティア
（UNV）

「乳幼児教育開発セクター政
策」策定支援

「乳幼児総合ケア国家政策」
策定支援

めばえセンター支援

モデル幼稚園支援

コーラン学校支援

コミュニティー幼稚園
（Jardin d’enfants
communautaire）

　万人のための教育（EFA）達成を目的とした就学前教育分
野への支援として本セクター政策策定のため、主に資金面
（政策策定経費、ワークショップ開催費、コンサルタント雇
用費など）の援助を行っている。

　乳幼児総合ケア（ECD）に係る国家政策策定を提案し、主
に資金面での支援を行っている。最終版完成時期は現時点で
ははっきりしていない。

　2002年よりタウア、アガデス県の10村において、ECD支
援を目的としたコミュニティー型めばえセンターパイロット
プロジェクトを行っている。
　・支援期間：３年間
　・支援内容：保育士の研修と給料、遊具・教材、ヤギ
　　（おやつのミルク用）の支給
　・保護者の負担：保育施設（ワラぶきの日よけ、ワラぶき
　　小屋など）の設置、おやつ用の分担金
　　保育料は無料

　2004年度より、首都周辺の公立幼稚園４園をモデル園と
し、ECD活動の導入と保護者の参加を目的としたパイロッ
トプロジェクトを行う予定である。

　2004年度より、マラディ県のコーラン学校４校を対象に
ECD活動の導入と現在の教育内容の質の改善を目的とした
パイロットプロジェクトを行う予定である。既に教材の支給
が実施されている。

　本プロジェクトは、コミュニティーの住民参加を基礎と
し、３～６歳の子どもを対象とした保育園を設置することに
より、対象地域の子どもに対するより安全な環境の提供、早
期教育の実施による就学率の向上、農村貧困家庭の子ども
（特に女子）により長い就学の機会と学力の向上の達成を目
標とするものである。資金にはUNV日本基金があてられ、
日本人UNVがプロジェクトコーディネーターとして２年半
活動した。
　ニジェール教育10か年計画においては、コミュニティー
保育園の増設が明記されており、そのパイロットプロジェク
トとしての期待も高かった本プロジェクトは、３年間の実施
を終え最終評価が実施され、提出された報告書を基に
UNDP、基礎教育・識字省等関係者による最終評価会議が開
催され今後の継続の可否を検討する。
　報告書内容及び現地踏査から判断すると、子どもと親への
インパクトは評価できるが、UNDPによる投入（並外れた額
の保育士給料等）などのコスト負担を今後住民自身が継続し
ていくには困難が大きく、本プロジェクトの重要課題であっ
た自立発展性については様々な課題が残ったといえる。

機関名 取り組み 概　　　要
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　2004年よりドッソ県２か村において、めばえセンターパ
イロットプロジェクトが開始された。本プロジェクトは、
Plan Nigerがドッソ県の36村で展開しているコミュニティー
開発支援の一環として位置づけられている。既に同支援とし
て小学校、保健センター、穀物銀行、コミュニティーセン
ター、コミュニティー菜園等が整っている段階で開始された
ECD分野支援のため、住民のモチベーションは高い。同セ
ンターの活動内容は、公立幼稚園に比べ子どもの養護に重点
を置いているといえる。
　既に住民組織ができている時期にセンターを投入したこと
が、本件の安定性と持続性につながっている。

　2001年ごろよりウアラム及びロガ地域において民間保育
園プロジェクトを行ったが軌道に乗らなかった。その原因と
しては、プロジェクト導入時における地域住民への十分な啓
発が行われなかったために住民の十分な協力が得られなかっ
たことが考えられる。2004年７月に同分野に関する状況調
査が行われ、現在今後の方向性を検討中である。

　World Visionの資金支援によりNGO ONPPEが行っている
乳幼児の発達支援及び母親支援プロジェクトで、現在ニアメ
地域に27か所、ザンデールに１か所が運営されている。研
修を受けた母親たちが無償で保育をしている。
　ワラぶき園舎、教材・教具のほかに収入創出を目的とした
穀物銀行又は水売りのための資金（World Vision）の投入に
より、施設の運営はある程度軌道に乗っている。専門的研修
を受けているNGO ONPPEメンバーにより保育士（母親）へ
の研修や独自カリキュラムの導入が行われていることは、保
育の質の安定につながっているといえる。
　また、母親が無償で交代で保育にあたっているなど住民主
体で進められている点は、持続性につながるアプローチであ
ると考える。

Plan Niger

Aide et Action

NGO ONPPE
World Vision

めばえセンター
（Centre d’éveil
communautaire）

民間保育園
（Garderie populaire）

子どもの家
（Clos d’enfants）

機関名 取り組み 概　　　要
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７－２　プロジェクト概要比較

　主なドナーのプロジェクトの概要を比較すると、以下のとおりである。

７－３　既往類似案件の状況

７－３－１　JOCV 幼稚園教諭隊員派遣

　ニジェールにおける青年海外協力隊（JOCV）幼稚園教諭隊員派遣は 1991 年より開始され

た。当初は、元婦人開発・人口・婦人児童保護省に隊員が配属され、乳幼児対象の現状改善を

主な目的とし、首都における保育所の建設段階から隊員がかかわってきたが、建設の遅れや運

営費等管理能力の欠如等の問題から、当該隊員派遣の目的は達成されず保育所も閉鎖に追い込

まれている。

　その後は、隊員の配属先は幼稚園監督局に移行され、現地人幼稚園教諭に対する技術指導を

通した就学前教育の質の向上を目的とした活動が行われるようになった。1999 年より現在ま

で、計 18 名の隊員が首都ニアメ、ドッソ、ティラベリ、マラディ、ザンデール及びタウアの

幼稚園監督局に配属され活動を継続している。

UNDP Plan Niger Aide et Action UNICEF
NGO  ONPPE
World Vision

サイト数 ９か所 ２か所 ４か所 10か所 28か所

場　所
ティラベリ／

ドッソ
テラ／ タウア／ ニアメ／

ドッソ／タウア ドゴンドッチ アガデス ザンデール

対象年齢 ３～６歳 ３～６歳 ３～６歳 ３～６歳 ３～６歳

保　母 住民から選抜 住民から選抜 住民から選抜 住民から選抜 住民から選抜

保育料
有　料

有　料 有　料 無　料 無　料
500～ 3,000FCFA

園舎の仕様 ブロック ワラぶき ブロック＋ワラ ワラ製日よけ ワラ製日よけ

投　入 ドナー 住 民 ドナー 住 民 ドナー 住 民 ドナー 住 民 ドナー 住 民

土　地 ○ ○ ○ ○ ○

園舎資機材 ○ ○ ○ ○ ○ ○

園舎建設 ○ ○ ○ ○ ○ ○

遊具資機材 ○ ○

遊具設置 ○ ○

教　材 ○ ○ ○ ○ ○

保母の給料 ○ ○ ○ ○ 無 給

保母の研修 ○ ○ ○ ○ ○

給食・おやつ ○ ○ ○ ○ ○

水 ○ ○ ○ ○ ○

現金創出支援 ○

女性支援 ○ ○

識字教室 ○

出所：筆者作成
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〈成果と課題〉

　人材投入数と派遣継続期間にもかかわらず、協力隊員の活動成果が形となりにくいことが課

題となっている。一方で、同国の就学前教育分野の中心的役割を果たしている幼稚園監督局職

員にとって隊員の存在は大きな刺激となり、ニジェールの就学前教育の質的向上に好影響を及

ぼしているものと思われる。他ドナーによる同分野への協力状況と比較しても、JOCV隊員派

遣による貢献度は高いといえるであろう。

　前記の課題を踏まえ、各隊員による“点”の活動を“面”にしていくことができるよう、個々

の隊員の総括となるシニア隊員の配置や現場と中央のパイプ役となる専門家の配置などを考慮

し、現在の派遣形態やアプローチ方法を改善することにより、協力の効率性、インパクトは高

まるものと思われる。

７－３－２　セネガル国子どもの生活環境改善計画調査

　本調査の目的は、セネガル国カオラック州とタンバクンダ州において、教育・保健・栄養な

どマルチセクターの総合的観点から、子どもの生活環境改善計画マスタープランを策定するこ

と、及びカウンターパート機関に対し調査手法や立案計画などに関する技術移転を行うことで

ある。同調査の特徴は以下のとおりである。

①　マルチセクトラル・アプローチ

　調査・実施段階において、子どもの包括的ニーズの観点から分析を行い、ECDアプロー

チを積極的に取り入れる。

②　カウンターパートの積極的参加

　カウンターパート機関の積極的参加を通し、住民へのアプローチやモニタリング方法等

の技術移転を行う。

③　地域住民参加によるパイロットプロジェクト〔子どもセンター（CTP）事業〕の実施

　計画・実施段階への住民参加を進めることで、住民によるオーナーシップを高め、セン

ターの持続的発展をめざす。

〈成果と課題〉

　CTPパイロットプロジェクトの実施により、子どものみならず保護者やコミュニティーに何

らかの意識的変化があったことは重要であろう。特に、CTPに通うことによって、学力だけで

はない子どもの様々な変化（例えば、あいさつができるようになった、積極的になったなど）

を保護者や地域住民が実際に感じることにより、就学前教育施設に対する理解と期待が高まる

ことにつながった。また、母親の育児能力を向上させるアプローチをCTPプログラムに積極的

に取り入れた点も、本プロジェクトの成果としてあげられる。

　定期的なシネバス巡回による地域住民への啓発活動やモニタリングの実施等の調査方法は、

住民への細やかな対応を可能にし、住民意識の向上とCTPの継続に役立ったと思われる。CTP

が就学前教育施設としての機能に限らず、住民の意識のなかで地域センターとして位置づけら

れるようになったことも、ECD の観点から大きな意義をもつものと考える。

　運営財源の確保に関する課題は残るものの、立ち上げ段階における支援によりある程度コ

ミュニティーのなかにCTPが根づけば、その後の継続は可能なのではないかと考える。
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７－３－３　ブルキナファソ Bi-songo

　Bi-songo は、UNICEFの財政支援とコミュニティーの人的資源によって設置・運営されるコ

ミュニティー型幼稚園で、1999 年 12 月に最初の 10 園が設立され現在は 26 園となっている。

運営は７名から成る運営委員会によってなされ、住民のなかから選ばれた女性（プチ・ママ

ン）３名が１クラス約 80 名の幼児を受け持ち保育を行っている。

　本プロジェクトの特徴としては、NGOによる食料支援で無料給食を導入していることや、地

域の需要や特色を考慮した保育内容を取り入れていること、建設場所は小学校の近くに選定す

ることを条件としている、などがあげられる。本プロジェクトの目的は以下のとおりである。

①　家族とコミュニティーの関与を強化することにより、３～６歳までの幼児の総合的な発

育をめざした就学前教育の就学率を向上させる。

②　コミュニティーの資源や知識、子どもの権利の普及により、３～６歳までの幼児教育を

改善する。

③　女子の就学や若い女性の収入向上に貢献する。

④　地域住民がマルチセクターな総合サービス（保健・栄養・教育）を得られるようにする。

〈成果と課題〉

　同プロジェクトが開始され５年が経過した現時点において、当初の倍以上の施設が設立運営

されていることは評価できる点であろう。ブルキナファソはニジェールと国状や環境など様々

な共通点があり、その隣国での本プロジェクトには学ぶ点も多いと考える。一方で、本プロ

ジェクトは UNICEF や NGO による投入量も多いため、持続性や自立発展性を考慮すると、コ

スト面での住民の協力をどのように得ていくかが課題ではないかと考える。



付　属　資　料

１．調査日程

２．面談者リスト

３．収集資料リスト

４．基礎教育・識字省次官との協議概要
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１．調査日程

月 日 曜日 行　程 調査業務概要

15 木 成田→パリ 移　動

16 金 パリ→ニアメ ニアメ着

17 土 ニアメ 資料整理

18 日 資料整理

19 月
JICAニジェール事務所との打合せ、基礎教育・識字省表敬、
次官・計画局長聞き取り調査

20 火 基礎教育・識字省就学推進局、就学前教育課聞き取り調査

21 水 ニアメ幼稚園監督局、青年海外協力隊（JOCV）幼稚園教諭隊員聞き取り調査

22 木
保健・風土病対策省、コミュニティー型学校調査担当コンサルタント

７ 聞き取り調査

23 金 社会開発・人口・女性の自立促進・子ども保護省聞き取り調査

24 土 調査結果整理

25 日 調査結果整理

26 月 ノンフォーマル教育局聞き取り調査

27 火 コミュニティー型教育国際フォーラム出席

28 水 コミュニティー型教育国際フォーラム出席、Oxfam Québec聞き取り調査

29 木 コミュニティー型教育国際フォーラム出席、Plan Niger聞き取り調査

30 金 Aide et Action、国連ボランティア（UNV）聞き取り調査

31 土 タウア タウアへ移動

１ 日 タウア近隣２村の学校運営管理委員会・住民聞き取り調査

２ 月
国連児童基金（UNICEF）Centre d’éveil、
国連開発計画（UNDP）コミュニティー保育園住民聞き取り調査

３ 火 （独立記念日） タウア近隣村住民聞き取り調査

４ 水 ドッソ
タウア市内学校運営管理委員会・住民、タウア郡基礎教育・識字局聞き
取り調査、ドッソPlan Niger Centre d’éveil 住民聞き取り調査

５ 木 ニアメ ドッソ郡基礎教育・識字局、ベルニンガウエイ女性グループ聞き取り調査

６ 金 地方調査結果整理

７ 土 調査結果整理

８ ８ 日 調査結果整理

９ 月 調査結果整理

10 火 基礎教育・識字省次官への報告

11 水 Projet Intrant、国連教育科学文化機関（UNESCO）聞き取り調査

12 木 UNICEF、世界銀行聞き取り調査

13 金 調査結果整理

14 土 中間報告書作成

15 日 中間報告書作成

16 月 Projet Intrant サイト調査、基礎教育・識字省次官との協議

17 火 基礎教育・識字省次官との協議、中間報告書作成
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18 水 JICAニジェール事務所中間報告及び協議　

19 木 基礎教育・識字省補足調査

20 金 基礎教育・識字省補足調査

21 土 中間報告書作成

22 日 中間報告書作成

23 月 JICA本部報告、就学前教育課追加調査

８
24 火 資料整理

25 水 資料整理

26 木 UNESCO、就学前教育課追加調査

27 金 UNESCO、UNICEF追加調査

28 土 調査結果整理

29 日 調査結果整理

30 月 就学前教育課追加調査

31 火 基礎教育・識字省次官との協議

１ 水 世界食糧計画（WFP）、在ニジェールカナダ大使館補足調査

２ 木 UNICEF、Plan Niger 追加調査

３ 金 基礎教育・識字省私立・コミュニティー型学校課聞き取り調査

４ 土 調査結果整理

５ 日 調査結果整理

６ 月 就学前児童教育開発セクター政策批准のためのワークショップ参加

７ 火
就学前児童教育開発セクター政策批准のためのワークショップ参加、
NGO ONPPE聞き取り調査

　 ８ 水 就学前教育課課長との協議、Aide et Action補足調査

９ 木
基礎教育・識字省次官との協議、 NGO ONPPE補足調査、

９
基礎教育・識字省カリキュラム課聞き取り調査

10 金
社会開発・人口・女性の自立促進・子ども保護省補足調査、
基礎教育・識字省次官への報告、JICAニジェール事務所への報告

11 土
ニアメ→

移動、調査結果整理
アビジャン

　 12 日 調査結果整理

アビジャン
JICAコートジボワール事務所・在コートジボワール日本国大使館への

13 月
→パリ

報告、調査結果整理　
アビジャン発（22:15）

14 火 パリ→成田
移動　パリ着（6:30）　JICAフランス事務所報告　
パリ発（23:25）

15 水 成　田 成田着（18:00）

月 日 曜日 行　程 調査業務概要



－ 49 －

２．面談者リスト

氏　名 所属／役職

Mr. HAMISSOU OUMAROU 基礎教育・識字省次官

Mr. GAMBO 基礎教育・識字省計画局長

Mr. TCHANBOU AMDOU
基礎教育・識字省教育開発10か年計画（PDDE）
実行モニタリングユニット長

Mr. ISSA NAMATA 基礎教育・識字省PDDE実行モニタリングユニット職員

Mr. OMAROU MAHAMAN RABIOU 基礎教育・識字省私立・コミュニティー型教育課長

Mr. AMADOU SADOU YACOUBA 基礎教育・識字省ノンフォーマル教育局長

Mr. BOULAMAR 基礎教育・識字省基礎教育サイクル１局長

Ms. BOUBACAR SAADATOU 基礎教育・識字省就学促進局長

Ms. SOULEY RABI 就学前教育課長

Mr.  KALILOU TAHIROU 基礎教育・識字省カリキュラム課長

Ms. SANI MAIMOUNA MOUSSA ニアメ幼稚園監督官

Ms. MATHIEU BELLO MARIE MARIAMA マラディ幼稚園監督官

Mr. YALE BARMOU ドッソ地域基礎教育・識字局長

Mr. OUMAROU FAROUK タウアノンフォーマル教育局長

Mr. ZAKARIA SEYBOU タウア教育局公教育課

Ms. ZIKA KHADIJA TOLDO タウア幼稚園監督官

Mr. ZOUMA SALIFOU 保健・風土病対策省次官

Mr. ISSAKA MOHAMANE 保健・風土病対策省医療・病院改革局長

Ms. HANDOU KADI 保健・風土病対策省保健政策・計画・協力局職員

Mr. SOULEYMANE ISSOUFOU 社会開発・人口・女性の自立促進・子ども保護省子ども保護部長

Ms. MOUSSA MARIAMA コミュニティー開発省UNICEF担当

Mr. JAMES J. DOBSON, PHD 国連児童基金（UNICEF ）ニジェール事務所基礎教育部長

Ms. RAMATOU TRAPSIDA
UNICEFニジェール事務所乳幼児総合ケア（ECD）・
ノンフォーマル教育担当

Mr. AISSATOU SOULEY 国連教育科学文化機関（UNESCO）ニジェールコーディネーター

Mr. MAHAMANE BABY 国連ボランティア（UNV）計画課長

Mr. MOUTARI UNVコミュニティー幼稚園担当

Mr. DANBABA TAHIROU UNVコミュニティー幼稚園調整員

NGO ONPPE
Ms. AMINATA GANDA （基礎教育・識字省／カナダ女子就学のための活動研究

グループ調整員）

Mr. DJIBRILLA KARAMOKO 世界銀行ニジェール事務所保健分野担当

Mr. SANI BOUBACAR Projet Intrant 評価モニタリング専門家

Ms. RABIOU HAOUA
Oxfam Quebec ニジェール事務所コミュニティー学校
プロジェクト担当

DR. CARLOS CORTES FALLA PLANニジェール所長

Mr. BOUREIMA DJOBO PLANニジェール技術コーディネーター（教育）
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Mr. DON MCPHEE PLAN西アフリカ地域事務所地域プログラム顧問

Ms. NAHISSA OUMAROU PLANドッソ事務所コミュニティーアニメーター

Mr. THEOPHILE FAHO Aide et Action ニジェール事務所プログラム責任者

Mr. JUDICAEL ETIENNE PORGO アフリカ開発銀行西アフリカ教育部門担当

Mr. HAMIDOU LAILABA 個人コンサルタント

Mr. PIERRE NIGNON 個人コンサルタント

DANTIANDOU Ploget Intrant メンバー

TIDIRKAめばえセンター保護者

Mr. ALMOUSTAPHA ROUFAYE KOUFAN-TAHOUA小学校長

KOUFAN-TAHOUA小学校保護者

TAMASKE コミュニティー幼稚園保護者

KIJGARIめばえセンター保護者

MINAO小学校保護者、学校運営委員

RIDIDI小学校保護者、学校運営委員

BERNIN GAUREせっけん製造販売
女性グループメンバー

氏　名 所属／役職
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